
 

 
 
 

 

札幌市下水道事業中期経営プラン 

進行管理報告書 

（平成 22 年度決算版） 

 

 

下水道は、市民のみなさまの快適な生活や健全な水循環を維持するた

めに、なくてはならないものです。そこで、札幌市では、厳しい財政状

況においても安定した下水道事業を続けていくために「札幌市下水道事

業中期経営プラン」（平成 19～23 年度）を策定し、このプランに沿っ

て事業を進めています。 

このたび、平成 22 年度の事業を振り返った報告書を作成しましたの

で、ここに公表します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中期経営プランの 4 年目であります平成 22 年度は、予定していた事業を着実に実

施し、施設の維持管理や運転管理を適正に行った結果、多様化した下水道の役割をし

っかりと果たすことができました。 

財政面においては、経済不況の影響などにより、下水道使用料収入が当初見込みよ

りも減少していますが、着実に経営効率化策を進めることで経費を削減し、22 年度

の資金残高は、当初見込みと比較して好転する結果となりました。 

今後も厳しい財政状況下にありますので、引き続き効率的な事業執行に努め、現行

の下水道使用料の水準を維持しつつ、安定した下水道事業を継続してまいります。 
 

平成 22 年度 中期経営プランの評価［総括］ 

【下水処理水を用いた雪処理施設（厚別融雪槽）】 

（案）
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【事業方針】 多様化した下水道の役割を着実に果たします！ 

   ◇「人」が気持ちよく安心して安全に暮らせる街にします 

   ◇「水」と「みどり」のうるおいと安らぎのある街にします 

   ◇「地球」にやさしい循環型社会をめざし、地球温暖化防止に努めます 
 

 【経営方針】 現行の下水道使用料で安定した下水道事業を継続します！ 

   ◇ 事業を選んで予算を集中的に使うことで収入に見合った事業量とします 

   ◇ 施設を集約し運転をまとめて行うことで効率的に運営します 

   ◇ 下水道を利用する受益に応じた使用料の負担により財源を確保します 

 

＜中期経営プラン運営方針＞ 

「クリンちゃん」
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１ 事業計画 

1-1 衛生的で快適な生活の確保・維持 

 

衛生的な生活環境を守ることは、下水道の役割の基本です。この役割をしっかり果たすた

め、22 年度もさまざまな事業を行いました。 

 

【平成 22 年度の評価】 
  

札幌市には、8,000km を超える下水道管があり、この全てを、平成 13 年度から 24 年

度までの 12 年間で調査・点検するという計画を立てています。22 年度もこの計画にもとづ

き、調査・点検を実施し、総延長に対する調査率は 21 年度末の 74％から 82％となりまし

た。過去の調査で見つかった異常か所については、優先順位をつけ、当プランでは 4,000 か

所を計画的に修繕することとしており、23 年度までは 1 年間で 800 か所ずつ対応していく

計画ですが、22 年度は計画を上回る 1,000 か所の修繕を実施しました。 

また、処理施設（水再生プラザ、ポンプ場など）については、適正な運転管理や計画的な

施設の修繕を行うことで、安定した運転を行い良好な処理ができました。この結果、処理水

ＢＯＤ※１は 4.1mg/L を達成し、放流河川においては、釣り人の姿も見かけられるなど、川

と親しめる健全で清らかな水環境の維持に貢献しました。 

 

部分的な補修である修繕では対応できない管路施設や処理施設について、計画的に改築・

更新※２を行いました。そのうち下水道管の改築については、早急に対策を要する施設は改築

がほぼ終了していることから、計画的に対策が必要な施設について改築を進めています。22

年度も着実に改築を行い、改築率は 21 年度末の 30.3%から 30.7%となり、23 年度の目

標 32.3％に向けて引き続き改築を進めます。 

下水道の普及率（総人口に対する下水処理人口の割合）は 99.7%と高普及率を達成してお

りますが、今後、改築が必要な施設がますます増えることに対応して、23 年度も引き続き

アセットマネジメント※３を念頭に置いて改築・更新を進めます。 

 
 

（１）管路の維持管理 

◆ 管路の点検・調査・清掃 

◆ 管路の修繕 

◆ 排水指導、下水道保護対策 

◆ 臭気対策 
  

計 画 前 計 画 期 間 
指 標 

H18 H19（実績） H20（実績） H21（実績） H22（実績） H23（目標）

管路調査率 49% 56% 65% 74％ 82％ 92% 

定義：調査済み延長（H13～）÷総延長 

計 画 前 計 画 期 間 
指 標 

H18 H19（実績） H20（実績） H21（実績） H22（実績） H23（目標）

管路修繕か所数（か所） 3,878 4,938 5,875 6,970 7,970 7,878 

定義：本管修繕か所数（H14～） 

注）公表しているプラン（冊子・ホームページ）と過去の進行管理報告書の管路調査率の数値が誤っておりま

したので訂正させていただきます。 

 ※１ ＢＯＤ：生物化学的酸素要求量の略。下水中に含まれる分解可能な有機物が、一定条件下で微小な生物の働きによって分解
し、安定化するときに消費される酸素量をいい、この数値が大きければ汚れの度合いが高いことになる。なお、水
質汚濁防止法で定められた基準は、20mg/L 以下である。 

※２ 改築・更新：古くなった施設や設備の機能をもとどおりにするため、つくりかえや取替えをすること。 
※３ アセットマネジメント：施設の損傷や機能の低下などを将来にわたり把握することで、効率的に修繕や改築などをすること。
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（２）処理施設等の運転・維持管理 

◆ 処理施設などの運転 

◆ 日常点検・整備、定期点検・整備 

◆ 修繕に向けた優先度調査  ◆ 設備の修繕 

 

計 画 前 計 画 期 間 
指 標 

H18 H19(実績) H20(実績) H21(実績) H22(実績) H23(実績)

放流水質（参考） 4.3 4.9 4.6 4.2 4.1 ― 目標放流水質(BOD)の達成率

※各施設の目標水質平均値：8mg/L

※各年度の目標達成率  ：70％ 達成率 93% 89% 93% 94％ 95％ ― 

定義：達成測定回数÷全測定回数 

 

注）放流河川の水環境を保全するため、各水再生プラザごとに目標放流水質(BOD)を設定しており、その平均値

は 8mg/L となっております。なお、水質汚濁防止法で定められた放流水質の基準値は 20mg/L 以下です。 

 

（３）下水道施設の改築・更新 

◆ 老朽管改築     ◆ 軟弱地盤対策    ◆ 処理施設などの改築・更新 

 

計 画 前 計 画 期 間 
指 標 

H18 H19（実績） H20（実績） H21（実績） H22（実績） H23（目標）

下水道管改築率 28.8% 29.3% 29.9% 30.3％ 30.7％ 32.3% 

定義：改築が必要な老朽管延長に対する達成度 

計 画 前 計 画 期 間 
指 標 

H18 H19（実績） H20（実績） H21（実績） H22（実績） H23（目標）

主要電気設備更新率 69.2% 73.1% 76.9% 76.9％ 76.9％ 80.8% 

定義：H18 末で耐用年数をこえる全施設のうち更新した割合 

 

注１）老朽管の改築については、優先順位を決め事業を進めております。 

上表において、下水道管改築率の数値目標が比較的低く設定されておりますが、これは、「将来的には改

築を必要とする管路」も改築対象とみなしているためであり、緊急を要する施設については、ほぼ改築

が終了しております。 

 注２）主要電気設備の更新については、予定どおり実施しておりますが、複数年に渡る工事を実施中であるた

め、指標の値が変わっておりません。 

注３）公表しているプラン（冊子・ホームページ）では、下水道管更新率の H18 数値が 28.6％となっており

ますが、28.8％の誤りでした。訂正させていただきます。 

 

 

 

 

 

 

（４）下水道施設の整備 

◆ 未整備地区の管路整備  ◆ 公共ますの設置 

◆ 他事業関連工事（札幌駅前通地下歩行空間事業にともなう下水道管の移設など） 

◆ 処理施設に覆
ふ く

蓋
がい

設置 

 

計 画 前 計 画 期 間 
指 標 

H18 H19（実績） H20（実績） H21（実績） H22（実績） H23（目標）

処理人口普及率 99.6% 99.6% 99.7% 99.7％ 99.7％ 99.7% 

定義：処理人口÷総人口 

下水道管の改築・更新 

部品の整備清掃

処理施設の改築・更新 
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1-2 暮らしの安全と安心の確保 

 

下水道は、市民の暮らしを守るという役割も持っています。22 年度は、以下の取組みを行

いました。 

 

【平成 22 年度の評価】 
  

大雨による浸水被害を防ぐため、雨水がすみやかに流れるよう下水道管（雨水拡充管）を

整備した結果、都市浸水対策達成率（雨水排水のための下水道計画に対する整備達成度）が

21 年度末の 86.4%から 86.8%となり、プランの目標値を達成しました。また、より効果

的に雨水対策を進めるため、豊平川雨水貯留管整備を進めるとともに、市民・企業・行政の

協働による雨水の流出抑制については、大規模施設の雨水流出抑制対策として、「札幌市雨水

流出抑制に関する指導要綱」を策定しました。 

地震対策として、重要なマンホール施設の耐震補強を 9 か所で行いました。また、汚泥

圧送管二条化・ループ化を進めており、整備率は 21 年度末の 65.5％から 65.8％となり

ました。さらに、水再生プラザの耐震診断率については、21 年度末の 89%から 100%と

なり、診断対象である 9 か所全ての水再生プラザの診断が終了したため、今後は、この診

断結果に基づき、水再生プラザ管理棟等の耐震化を進めます。 

 大雨時に、水圧・空気圧によりマンホールのふたが浮き上がったり飛んだりして、人や車

に被害が出ないよう、対策が必要な場所において、浮上防止ぶたへの取替えを進めており、

この取替え計画に対する達成率は 21 年度末の 97.4%から 100%となり、プランの目標

を達成しました。 

 

 

（１）雨水対策 

◆ 雨水拡充管の整備 

◆ 豊平川貯留管の整備（H20～25） 

◆ 協働による雨水浸透の推進 

 

（２）下水道光ファイバーネットワークの構築 

◆ 下水道管を用いた光ファイバーケーブル整備 

◆ 光ファイバー水位計の設置 

◆ 遠方監視設備の整備 

計 画 前 計 画 期 間 
指 標 

H18 H19（実績） H20（実績） H21（実績） H22（実績） H23（目標）

光ファイバー整備率 60.8% 66.7% 71.2% 77.4％ 77.4％ 80.6% 

定義：整備計画における総延長に対する達成度 

計 画 前 計 画 期 間 
指 標 

H18 H19（実績） H20（実績） H21（実績） H22（実績） H23（目標）

管内水位計設置率 33.3% 53.9% 59.0% 66.7％ 66.7％ 66.7% 

定義：整備計画に対する達成度 

計 画 前 計 画 期 間 
指 標 

H18 H19（実績） H20（実績） H21（実績） H22（実績） H23（目標）

都市浸水対策達成率 84.9% 85.6% 85.9% 86.4％ 86.8％ 86.5% 

定義：雨水排水のための下水道計画に対する整備達成度 

貯留管内部（既設）

管内に敷設された光ファイバーケーブル
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（３）地震対策 

◆ 下水道地震対策緊急整備計画の策定  ◆ 重要な下水道管・マンホールの耐震化 

◆ 汚泥圧送管※４の二条化・ループ化※５  ◆ 汚水送水管※６の二条化 

◆ 水再生プラザの耐震化 

  

計 画 前 計 画 期 間 
指 標 

H18 H19（実績） H20（実績） H21（実績） H22（実績） H23（目標）

重要なマンホール施設の耐震補強済か所数 ５か所 8 か所 12 か所 18 か所 27 か所 39 か所 

定義：累計の補強実施数 

計 画 前 計 画 期 間 
指 標 

H18 H19（実績） H20（実績） H21（実績） H22（実績） H23（目標）

汚泥圧送管二条化・ループ化整備率 62% 63.7% 63.7% 65.5％ 65.8％ 66% 

定義：計画の圧送管路延長に対する達成度 

計 画 前 計 画 期 間 
指 標 

H18 H19（実績） H20（実績） H21（実績） H22（実績） H23（目標）

水再生プラザ(管理棟)の耐震診断率 22% 44% 78% 89％ 100％ 100% 

定義：診断対象施設のうち耐震診断を実施した割合 

 

注）公表しているプラン（冊子・ホームページ）では、耐震診断率の H18 数値が 25％となっておりますが、

22％の誤りでした。訂正させていただきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）防災体制・危機管理体制の強化 

◆ 地震防災対策マニュアルの充実と防災訓練の強化 

◆ 降雨予測情報システムを活用した自動化システムの構築の検討 

◆ 浮上防止ぶたへの取替 

 

計 画 前 計 画 期 間 
指 標 

H18 H19（実績） H20（実績） H21（実績） H22（実績） H23（目標）

浮上防止ぶた設置率 69.2% 80.6% 88.8% 97.4% 100％ 100% 

定義：取替えの計画に対する達成度 

 

※４ 汚泥圧送管：汚泥を集中処理するために、水再生プラザからスラッジセンターへ汚泥を送るための管。 
※５ 二条化：２つの施設を２本のルートで結ぶこと。／ ループ化：３つ以上の施設を１本のルートで結ぶこと。 
※６ 汚水送水管：ポンプ場で揚水した下水を送るための管。 

地震時（事故時）のイメージ 
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1-3 うるおいと安らぎのある街の実現 
  

下水道は、水環境を保全する役割も担っています。22 年度は、以下の取組みを行いました。 

  

【平成 22 年度の評価】 
  

合流式下水道※７では、雨の日に下水が処理されずにそのまま河川に流れ出ることがありま

すが、その改善対策の一つとして下水を一時的に貯める貯留管があります。22 年度は、引

き続き、豊平川処理区の貯留管の整備を進めました。また、下水中のごみが河川へ流れ出る

のを防ぐための吐口スクリーンの設置を進め、その設置率は 21 年度末の 33%から 34%と

なりました。引き続き、23 年度の目標 45％に向けて整備を進めます。 

昨年度に引き続き、北区の安春川や屯田川等へ高度処理※8 を行った処理水を送り、河川空

間のうるおいと安らぎを創出しました。 

河川には、定期的に水質を測る地点とその基準値が決められていますが、そのうち、札幌

市で処理した水の放流先における水質の環境基準達成率は 80％となり、目標を達成してい

ます。今後も、より良い水環境保全のために放流先河川水質の改善を図っていきます。 

 
 
 

（１）合流式下水道の改善 

◆ 豊平川貯留管の整備（H20～25）（再掲） 

◆ 吐口にスクリーンを設置 
  
 
 

計 画 前 計 画 期 間 
指 標 

H18 H19（実績） H20（実績） H21（実績） H22（実績） H23（目標）

合流式下水道対策率 32.9% 32.9% 32.9% 32.9％ 32.9％ 
32.9% 

H25 末：51.0％

定義：河川へ流出する汚れに関して法令基準を守るよう対策した区域の割合 

計 画 前 計 画 期 間 
指 標 

H18 H19（実績） H20（実績） H21（実績） H22（実績） H23（目標）

スクリーン施設設置率 10% 21% 26% 33％ 34％ 45% 

定義：対策実施済み吐口数÷総吐口数 

注）過去の進行管理報告書のスクリーン施設設置率の数値が誤っておりましたので訂正させていただきます。 

 

（２）処理の高度化による水質保全 

  ◆ 高度処理施設の運転（創成川・伏古川・東部水再生プラザ） 

◆ 既設水再生プラザの高度化運転※９  ◆ 水処理技術の調査研究 

 

計 画 前 計 画 期 間 
指 標 

H18 H19（実績） H20（実績） H21（実績） H22（実績） H23（目標）

処理の高度化率 100% 100% 100% 100％ 100％ 100% 

定義：高度化を実施している施設数（高度処理を含む）÷全施設数 

 

 

 

 

 

 

簡易スクリーン機械式スクリーン 

※７ 合流式下水道：汚水と雨水を同じ下水道管で流すしくみ。札幌市の約６割が合流式で、別々に流す分流式が約４割。 
※８ 高度処理：通常の処理よりも下水をきれいにする方法。 
※９ 高度化運転：高度処理とは異なり、既存施設で運転管理を工夫することによって通常よりも下水をきれいにする方法。 
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（３）せせらぎの再生 

◆ 小河川への送水（安春川、屯田川、東屯田川、茨戸耕北川、ポプラ通り水路） 

 

計 画 前 計 画 期 間 
指 標 

H18 H19（実績） H20（実績） H21（実績） H22（実績） H23（目標）

小河川への送水量(千 m3/年) 5,650 5,686 5,621 5,164 5,969 5,650 

定義：年間送水量 

 

 

（４）水系別管理の推進 

◆ 運転管理マニュアルの改善  ◆ 放流先水系ごとの水環境調査の実施 

  ◆ 微量化学物質等の流入状況の把握 

 

計 画 前 計 画 期 間 
指 標 

H18 H19（実績） H20（実績） H21（実績） H22（実績） H23（目標）

放流河川の環境基準達成率(BOD) 80% 80% 80％ 80％ 80％ 80% 

定義：達成地点数÷対象基準点数※10 

 

 

 

 

 

 

※10 対象基準点数：各水再生プラザ下流環境基準点 5 地点（豊平川 2 地点、新川１地点、創成川１地点、茨戸川 1 地点）
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1-4 循環型社会の構築と環境負荷の低減 

 

下水が持つ資源やエネルギーを有効利用することで、循環型社会への貢献が可能です。ま

た、下水の処理には多くのエネルギーを使いますが、CO2 など温室効果ガスの発生をおさえ

るための工夫をすることは、地球温暖化の防止につながります。22 年度は、以下の取組みを

行いました。 

 

【平成 22 年度の評価】 
  

汚泥の処理は、既に運転を行っている西部スラッジセンター※11 に加え、平成 19 年９月に

東部スラッジセンターが運転を開始した。平成 21 年 10 月には東部スラッジセンターの２

号炉の運転を開始したことで、より効率的な「汚泥の集中処理」への転換が進められました。

22 年度は、茨戸水再生プラザと西部スラッジセンター間の汚泥圧送管等の整備を行い、集

中化のための準備を進めました。 

 

 下水汚泥は、22 年度もセメント原料化やコンポスト化などに 100%をリサイクルし、処

理した水も、流雪溝や融雪槽などの雪対策や処理施設の場内用水などに有効利用した結果、

処理水の利用率は 16.5%（目標 14.0％）となりました。また、雪対策として、平成 22 年

12 月に新たな流雪溝（新琴似北流雪溝）の供用を開始しました。 

 

設備を更新する際にエネルギー効率のより良い設備にしたり、運転方法を工夫したりして、

環境負荷を減らすよう努めた結果、主要施設における 22 年度のエネルギー使用量の原単位

については、21 年度と比較して 4％の減となりました。 

 

 処理施設の敷地内にあるスポーツ施設は、地域密着型の施設として地域住民に根付いてお

り、22 年度も約 13 万人の利用があり、資産を有効に活用しています。 

 

 

（１）汚泥の処理・処分 

◆ 東部スラッジセンター２号炉の整備 

◆ 西部スラッジセンター濃縮・脱水施設の整備 

◆ 茨戸水再生プラザ汚泥圧送施設の整備 

◆ スクリーンかす処理施設の整備 

 

計 画 前 計 画 期 間 
指 標 

H18 H19（実績） H20（実績） H21（実績） H22（実績） H23（目標）

汚泥処理集中化率 55.9％ 86.6％ 86.6％ 86.6％ 88.1％ 88.1％ 

定義：スラッジセンターで処理する汚泥量÷総発生量(固形物ベース) 

 

（２）汚泥等の有効利用 

◆ 焼却灰の有効利用（下水道再生土製造､セメント原料化､改良埋戻材化） 

◆ 建設発生土の有効利用  ◆ 汚泥のコンポスト化  ◆ 汚泥資源化調査 

計 画 前 計 画 期 間 
指 標 

H18 H19（実績） H20（実績） H21（実績） H22（実績） H23（目標）

下水汚泥リサイクル率 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

定義：リサイクルされた汚泥量÷総発生量 

西部スラッジセンター概観 

※11  スラッジセンター：いくつもの水再生プラザから送られてきた汚泥を処理する施設。スラッジは汚泥のこと。 



 8

 

（３）処理水の有効利用 

◆ 融雪施設、小河川(再掲)への送水  ◆ ヒートポンプ※12 の熱源として供給 

◆ 下水道施設内の用水に利用     ◆ 他事業へ用水供給 

  
計 画 前 計 画 期 間 

指 標 
H18 H19（実績） H20（実績） H21（実績） H22（実績） H23（目標）

処理水の利用率 13.4％ 14.7％ 15.4％ 13.6％ 16.5％ 14.0％ 

定義：有効利用された処理水量÷総高級処理水量 

 

（４）雪対策 

◆ 地域密着型融雪槽整備（アクセスサッポロ） 

◆ 流雪溝※13 送水施設整備（新琴似北流雪溝） 

◆ 豊平川貯留管（融雪管）の整備（H20～25）（再掲） 

  
計 画 前 計 画 期 間 

指 標 
H18 H19（実績） H20（実績） H21（実績） H22（実績） H23（目標）

公共排雪量に占める 

雪処理能力量の割合 
21.１％ 21.3％ 21.3％ 21.3％ 21.9％ 

21.9％ 

H25 末:24.3%

定義：下水道関連の雪処理施設における処理能力量÷計画の公共排雪量 
 

注１）公表しているプラン（冊子・ホームページ）では、上記割合の H18 数値が 21.4％となっておりますが、

21.1％の誤りでした。訂正させていただきます。 

注２）豊平川貯留管の融雪施設としての活用は取りやめとなりました。これによりＨ25 末の目標は 21.9％と

なります。 

 

（５）省資源・省エネルギー 

◆ 省エネルギー設備の導入  ◆ 省エネルギーをめざした運転方法の改善 

  
計 画 前 計 画 期 間 

指 標 
H18 H19（実績） H20（実績） H21（実績） H22（実績） H23（目標）

エネルギー使用原単位

の削減率 

※目標：前年度比１%減

３％減 1％増 4％減 ±０ 4％減 ― 

定義：主要施設※14 における「エネルギー使用量÷高級処理水量等」（＝原単位）の前年度比（各施設の単純平均）

 

 注）エネルギー使用量は各施設の燃料及び電気使用量を重油換算した量である。 

 

（６）資産の有効活用 

◆ スポーツ施設、公園施設の開放 

◆ 管路空間の開放 

  
計 画 前 計 画 期 間 

指 標 
H18 H19（実績） H20（実績） H21（実績） H22（実績） H23（目標）

スポーツ施設 

利用者数（人/年） 
117,243 112,995 121,185 129,343 127,257 120,000

定義：年間のべ利用者数 

 

屋上パークゴルフ場 

流雪溝への投雪状況 

※12 ヒートポンプ：水・空気などの温度の低い物から温度の高い物に熱を移動させる機械で冷暖房などに利用されている。
※13 流雪溝：道路わきの投雪口へ住民が人力で雪を入れ、そこに処理水を流すことで雪を流す施設。 
※14 主要施設：創成川・伏古川・茨戸・豊平川・厚別・新川・手稲各水再生プラザ、西部・東部各スラッジセンター 

計９施設（エネルギーの使用の合理化に関する法律の第１種、2 種エネルギー管理工場） 



 9

２ 財政計画 

2-1 安定した経営のための基盤強化 

 

厳しい財政状況の中で安定した経営を続けていくため、経営基盤の強化として 22 年度は以

下の取組みを行いました。 

 

【平成 22 年度の評価】 
  

建設および維持管理事業は緊急性や重要性を考慮し、計画的に事業を進めています。 

22 年度は、茨戸東部中継ポンプ場及び手稲中継ポンプ場の遠方監視化を実施し、本年度

をもって全ポンプ場の遠方監視化が完了しました。 

また、東部スラッジセンター２号炉の稼動開始により、汚泥処理について、一層の集中化

が図られています。 

職員定数については、21 年度より 14 人少ない 523 人となり、計画期間内目標値を達

成しました。 

広報活動については、22 年度はホームページのリニューアルを実施しました。また、下

水道科学館の年間来館者数は、小学生への環境教育の普及・浸透を目的とした施設見学バス

を導入したこと、9 月に実施した科学館フェスタの来場者数が前年度より大幅に増加したこ

と等により、前年度から 5,324 人増の 43,254 人となりました。 

 

 

（１）効果的な事業の選択 
  

計 画 前 計 画 期 間 
指 標 

H18  H21(実績)  H22（実績) H23(計画)

建設事業費(億円) 175 
145 

（計画：161） 

138 

（計画：156）
152 

維持管理費(億円) 162 
156 

（計画：170） 

150 

（計画：167）
167 

 
注）処理する下水や汚泥の量、維持管理する施設が増えるの

にともなって、維持管理費も増えていくのが通常です。

効率的な事業運営を進めることで、H23 までは、維持管

理費をほぼ横ばいに抑えています。 

 

（２）効率的な事業運営 

◆ 建設事業減にともなう組織体制の見直し 

22 年度：機構改革に伴う職員数減 

◆ ポンプ場の遠方監視化に向けた整備 

22 年度：茨戸東部中継ポンプ場及び手稲中継ポンプ場の遠方監視化 

◆ 民間委託化（施設の運転管理など）の推進 

◆ 汚泥処理の集中化に向けた整備 

◆ コンポスト事業の見直し 

    22 年度：コンポスト減産による経費削減（生産量 

   を 4,500t 規模→3,000t 規模へ縮小） 

◆ 手当（特殊勤務手当など）の見直し検討 

 22 年度：手当（特殊勤務手当）の見直しを実施 

経営プランにおける計画事業費

遠方監視状況 

284
260

248

219

175 173

171 168 166 161 162 170
152156

161166

167167170170

100

200

300

Ｈ14 Ｈ16 Ｈ18 Ｈ20 Ｈ22

建設事業費
維持管理費

  （億円）

計画期間
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（３) 職員定数の削減 
  

計 画 前 計 画 期 間 
指 標 

H18 H19（実績） H20（実績） H21（実績） H22（実績） H23（計画）

職員定数（人） 555 551 551 537 523 523 

注）年度当初の数値である。 

 

（４）財源の充実 

  ◆ 資本費平準化債※15 の活用 
  

計 画 前 計 画 期 間 
指 標 

H18 H19（実績） H20（実績） H21（実績） H22（実績） H19-22（実績）

資本費平準化債

発行額（億円） 
― 

36 

（計画：36） 

35 

（計画：55） 

47 

（計画：47） 

23 

（計画：24） 

141 

（計画：162） 

 

注）効果的な事業の選択、効率的な事業運営を進めることで財源が確保できれば、資本費平準化債の発行額を

減らすこともあります。（発行額を減らすことによって、後年次の負担を軽減することにつながります） 

 

  ◆ 受益者負担の適正化 

    公衆浴場（普通浴場）について、排水量に応じた使用料をいただくための新たなし

くみを導入します。 

    ・平成 21 年 10 月に下水道条例の一部を改正し、22 年 4 月から排水量に応じた

使用料をいただくための新たなしくみを導入しました。 

 

（５）人材育成 
  

◆ 下水道転入職員研修 

◆ 実務発表会（全 4 回）  等 

 

 

（６）市民広報の充実 
  

◆ 下水道科学館の利用者拡大 

   ・科学館の年間入館者数 22 年度：43,254 人（21 年度：37,930 人） 

◆ ホームページの充実 

・22 年度：ホームページリニューアルを実施 

・トップページ年間アクセス件数 22 年度：31,350 件（21 年度：36,421 件） 

◆ 下水道モニター（主目的は意見収集） 

◆ 施設見学会 ・見学者数 22 年度：7,624 人（21 年度：4,620 人） 

◆ 出前講座  ・利用実績 22 年度：146 人 

◆ パンフレットの発行 

「札幌市の下水道」（平成 22 年度版）の発行 

 

 

 

 

 

 

研修風景 

施設見学会風景 

※15 資本費平準化債：施設整備がある時期に集中したために生じる借金返済（元金償還）の時期的な不均等を解消するため

に発行する企業債。 
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2-2 中期財政見通し 
 

【平成 22 年度の評価】 

22 年度の下水道使用料収入は、猛暑の影響等により、前年度より 2 億円増の 207 億円と

なりましたが、当初見込み（212 億円）との比較では減少しており、今後も大幅な増収が見

込めない状況にあります。支出については、効率的な管理運営に努めたことによる維持管理

費の減少や、19 年度に行った「公的資金補償金免除繰上償還」※16 による企業債の支払利息

の軽減等により、当初見込みより減少しています。 

 

単年度収支では、当初見込みと比べて約 10 億円の好転となりました（12 ページ表 H 欄

参照）。また、下水道事業会計の貯金にあたる累積資金残高については、22 年度末では当初

見込みより約 24 億円好転し、60 億円となりました（12 ページ表 I 欄参照）。 

 

今後も企業債の償還（借金の返済）や施設の老朽化に伴う改築更新などにより、厳しい財

政状況の中にありますので、引き続き効率的な事業執行に努め、現行の下水道使用料の水準

を維持しつつ、安定した下水道事業を継続してまいります。 

 

 

（１）将来需要予測 
  
将来需要の予測値に対し、実際の値は下表のとおりとなりました。 

 

項 目 H21（実績） H22（実績） H23（計画） 

処理人口  （千人） 1,899（計画：1,902） 1,909（計画：1,908） 1,913 

水洗化人口（千人） 1,893（計画：1,898） 1,906（計画：1,904） 1,909 

年間有収水量※17 

（千 m3） 
202,480（計画：209,103） 203,956（計画：209,433） 209,732 

 注）札幌市分（石狩市受入分を除く） 

 

（２）主要経営指標 
  
主要経営指標の計画値に対し、実際の値は下表のとおりとなりました。 

 

   項 目 H21(実績) H22(実績) H23(計画) （説 明） 

① 経常収支比率(%) 
98.6 

（計画：96.8） 

100.5 

（計画：98.6）
101.9

経常費用※18 が経常収益※19 でまかなわれている割合で、

高いほど経営状態が安定していることを示しています。 

② 一般会計繰入金比率(%) 
36.8 

（計画：36.8） 

37.9 

（計画：38.3）
40.9 

収入のうち一般会計からの繰入金の割合で、高いほど雨水

対策にかかる費用が多いことを示しています。 

③ 使用料単価(円/m3) 
93.9 

（計画：95.3） 

93.9 

（計画：95.2）
95.1 

有収水量１m3 あたりの下水道使用料で、下水道サービス

の点で、低いほど望ましいことを示しています。 

④ 汚水処理原価(円/m3) 
95.9 

（計画：100.4）

92.7 

（計画：98.1）
97.6 

有収水量１m3 あたりの汚水処理費で、数値が小さいほど、

汚水処理が効率的に行われていることを示しています。 

  

 

 

 

※16 公的資金補償金免除繰上償還 : 高金利の企業債(政府資金及び公営企業金融公庫資金)について繰上償還を行う制度。
                 償還の際に低金利の民間資金に借り換えを行うことが可能である。 
※17 有収水量：料金徴収の対象となる汚水量及び他都市からの受入汚水量など、費用負担者が明確である水量のこと。
※18 経常費用：収益的支出のうち、固定資産売却損などの臨時費用を差し引いた費用のこと。 
※19 経常収益：収益的収入のうち、固定資産売却益などの臨時収入を差し引いた収入のこと。 



 

 

（３）中期財政見通し   
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１） 消費税込の金額である。代表的な項目を抜粋していること、億円単位で整理していることから、合計金額及び増減が一致しない項目がある。 

注２） 計画期間計のうち実績値は、平成 19 年度～22 年度決算値及び平成 23 年度予算値を反映した数値である 

注３） 平成 19 年度資本的収支（Ｄ・Ｅ）欄において決算額がプランと比較し大きく減少しているが、これは、プラン策定時に公営企業借換債
※21

の活用を予定し 80 億円を計上して

いたものが、公的資金補償金免除繰上償還を活用したため、その計上が不要となったことから生じている。 
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※20 補てん財源：下水道事業会計で発生する資金（減価償却費など）であり、収支不足の財源となるものである。 
※21 公営企業借換債：高金利の公営企業金融公庫債を低利率の公営企業金融公庫債に借り換えを行う制度。 

※20 

（単位：億円）

プラン 決算 増減 プラン 決算 増減 プラン 決算 増減 プラン 決算 増減 プラン 予算 増減 プラン 実績 増減

441 437 △ 4 439 440 1 435 414 △ 21 437 416 △ 21 446 413 △ 33 2,198 2,120 △ 78

うち下水道使用料 213 213 0 212 207 △ 5 212 205 △ 7 212 207 △ 5 212 204 △ 8 1,061 1,035 △ 26

うち一般会計繰入金 225 219 △ 6 223 214 △ 9 219 206 △ 13 221 205 △ 16 230 205 △ 25 1,118 1,049 △ 69

453 441 △ 12 449 437 △ 12 446 417 △ 28 440 410 △ 30 435 414 △ 21 2,222 2,120 △ 103

うち維持管理費（人件費、修繕費など） 170 160 △ 10 170 162 △ 8 170 156 △ 14 167 150 △ 17 167 158 △ 9 844 785 △ 59

うち減価償却費 164 164 0 169 169 0 170 170 △ 1 172 170 △ 2 172 172 0 848 845 △ 3

うち企業債支払利息 110 108 △ 2 103 89 △ 14 99 85 △ 15 95 80 △ 15 91 77 △ 14 499 439 △ 60

△ 11 △ 4 7 △ 10 3 13 △ 11 △ 3 8 △ 3 5 9 11 △ 1 △ 12 △ 24 0 25

297 208 △ 89 227 181 △ 46 215 198 △ 17 184 164 △ 20 153 163 10 1,076 914 △ 162

うち企業債の発行 136 124 △ 12 156 117 △ 39 145 125 △ 20 118 108 △ 10 92 107 15 647 582 △ 65

うち国庫交付金 54 52 △ 2 49 40 △ 8 48 49 1 48 39 △ 9 46 39 △ 6 243 218 △ 25

うち一般会計繰入金 19 19 0 16 16 0 16 16 0 13 11 △ 2 10 10 0 74 72 △ 2

457 359 △ 98 391 366 △ 25 407 392 △ 15 369 350 △ 19 345 339 △ 6 1,969 1,806 △ 163

うち建設事業費 173 156 △ 17 166 136 △ 30 161 145 △ 16 156 138 △ 18 152 147 △ 5 808 722 △ 86

うち企業債元金償還金 203 203 0 224 230 5 245 247 2 212 212 △ 1 193 191 △ 2 1,077 1,082 4

△ 159 △ 152 7 △ 164 △ 185 △ 21 △ 192 △ 194 △ 2 △ 185 △ 186 △ 1 △ 192 △ 176 16 △ 893 △ 893 0

168 168 0 172 174 1 173 172 △ 1 176 177 2 175 176 1 864 867 3

△ 3 13 16 △ 2 △ 8 △ 6 △ 30 △ 25 5 △ 13 △ 3 10 △ 6 △ 1 5 △ 53 △ 25 28

80 96 16 79 88 9 49 63 14 36 60 24 30 38 8 - - -

　Ｊ 単年度企業債償還金（元金＋利息） 313 311 △ 2 327 318 △ 9 344 331 △ 13 308 292 △ 16 284 268 △ 16 1,576 1,520 △ 56

　Ｋ 企業債未償還残高 3,429 3,417 △ 12 3,358 3,304 △ 53 3,256 3,183 △ 73 3,160 3,079 △ 81 3,057 3,009 △ 48 - - -

　F  資本的収支差引(D-E)

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２２

　A  収益的収入

　B  収益的支出

Ｈ２１ 計画期間合計Ｈ２３

　Ｉ　 累積資金残高

　H   当年度資金収支(C+F+G)

　D  資本的収入

項            目

　C  収益的収支差引(A-B)

　G  補てん財源（減価償却費など）

資
本
的
収
支

　E  資本的支出

収
益
的
収
支
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（４）収入見通し 
   
◆ 収益的収入（12 ページ表の A 欄参照） 

22 年度の下水道使用料は、計画より 5 億円ほど

少ない、約 207 億円となりました。主な原因とし

て、不況等の影響により業務用使用料収入が減少し

ていることがあげられます。一方、維持管理費の節

減を始めとする経営効率化などにより、一般会計繰

入金は、計画より 16 億円ほど減少して約 205 億

円となり、一般会計への負担を軽減しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 
  
 
 
 
 
 
 

 
 
 

計 画 前 計 画 期 間 
指 標 

H18 H21（実績） H22（実績） H23（計画） 

一般会計繰入金（収益・資本） （億円） 244 222（計画：235） 216（計画：234） H18 の金額以下 

建設企業債発行額（億円） 98 78（計画：98） 85（計画：94） 92 

  
 
 
 

（５）支出見通し 
   

◆ 企業債償還金（12 ページ表の B, E, J, K 欄参照） 

 これまで施設をつくるために発行した企業債の返済にあ

てるお金です。平成 21 年度に企業債償還金のピークを迎

えました。 
 
 

計 画 前 計 画 期 間 
指 標 

H18  H21（実績） H22（実績） H23（計画）

企業債未償還残高（億円） 3,496 
3,183 

（計画：3,256）

3,079 

（計画：3,160）
3,057 

単年度企業債償還金（億円） 306 
331 

（計画：344）

292 

（計画：308）
284 

 

 

 

 

 

 

◆ 資本的収入（12 ページ表の D 欄参照） 

低落札等により建設事業費が減少したことにより、

22 年度の建設企業債発行額は、計画より 9 億円ほど

減少し、約 85 億円となりました。また、資本費平準

化債（9 ページ参照）について、約 23 億円を発行し

ました。企業債発行の総額は、約 108 億円となりま

した。 
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〒062-8570 札幌市豊平区豊平６条３丁目２番１号 札幌市下水道庁舎３階 
電話 011-818-3452 FAX 011-812-5203 
Ｅメール：gesui@city.sapporo.jp ホームページ：http://www.city.sapporo.jp/gesui/ 

札幌市建設局 

下水道河川部経営管理課 


